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2023 年はクマによる人的被害が統計開始以降最多となりましたが、原因の一つが、狩猟に携わる人の

減少、耕作放棄地の拡大など、地域の担い手不足だと考えられています。2008 年をピークに全国の人口

は減少に転じ、少子高齢化が急激に進行。特に地方自治体では、人口減少、若者の流出などによる過疎化

で地域社会の活力が低下しています。これにより必要な機能が維持できない地域の増加が続くと、より

深刻な影響が予想されます。 

そのため今日では、地域力の維持・強化を図るための担い手となる人材の確保が急務とされています

が、その課題解決のための制度の一つが「地域おこし協力隊」です。 

 

■活用は増えているが、更なる活用拡大には受入体制の充実も重要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域おこし協力隊の受入数・導入市町村数は

増加傾向。2022 年度で 6,447 名の隊員が全国

にて活動中で、国は 2026 年度までに 10,000

人に増やす目標を設定。 

一方で、2017 年頃までに協力隊活用可能な市

町村の多くが活用済みとなり、これ以上の行

政単独での受け入れに限界が見えており、近

年は受入数が微増にとどまる。 

地域の担い手不足解決を図る制度に改めて注目 

「地域おこし協力隊」制度きっかけの地 新潟の秘訣と秘策 

十日町市は隊員定着率（直近 3 年間）が驚異の 88% 

近年問題となっている「隊員と地域住民とのトラブル」を防ぐためのヒント 

今後、国の目標達成を見据えて協力隊を増やしていくには、都市部から隊員を送り出すだけでなく、

隊員との関係づくりを含めた地域側の受入体制の充実も非常に重要。 
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■受入地域と隊員の良い関係づくりが、その後の定着にもつながる 

全国の地域おこし協力隊の定住率は 2022 年度に 65.4%で、

近年はほぼ横ばいで推移。受入体制の充実等により協力隊員が

地域とうまく関係を構築できると、隊員の任期後の定住も自然

と促進されます。 

 

 

※協力隊員と受入地域とのトラブルが問題に 

2022～23 年にかけて、協力隊員と地域住民とのトラブルを描いた動画や SNS 投稿がシェアされ、地

域おこし協力隊に関するネガティブな情報が拡散されていますが、協力隊員と受入地域の熱意のミスマ

ッチ（空回り）がその原因であることも多いとされています。 

このようなミスマッチを防ぎ、今後地域おこし協力隊の活用を拡大していくには、協力隊員と受入地域

がうまく関係を作っていくことが不可欠と言えます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域おこし協力隊先進県・新潟 

そんな中新潟県は、2022 年度の隊員受入数が 253 人で全国 5 位に位置し、また、６割以上の隊員が、

任期終了後も県内に定住しています。特に、中越地域に位置する十日町市では、制度が創設された初年度

からいち早く協力隊を導入し、さらに、定住率が 72%、直近 3 年では 88.2%と、全国でも屈指の「協力

隊員の定住」を実現しており、このような市町村を含む新潟県は、協力隊の先進地といえます。 

また、新潟県は、2022 年度の受入数 253 人に対して、2026 年度までに 500 人という意欲的な目標を

掲げており、県全体として地域おこし協力隊の受け入れに積極的に動いています。 

 

 

 

 

★協力隊員と受け入れ地域とのトラブルを減らし、良い関係を作るには 

（公社）中越防災安全推進機構 にいがたイナカレッジセンター長 阿部巧さん 

「協力隊員側は、まず地域の人たちと一緒に地域の仕事・暮らしを実践することが重要。受け入

れ側は、地域のことがわからなくて当然の『普通の人』として受け入れてあげてほしい。」 

（一社）里山プロジェクト 代表理事 小山友誉さん 

「隊員はまず地域のことを真似てみて、地域特有の評価指標や価値観に寄り添うこと。また隊

員・地域住民双方が十分にコミュニケーションを取り合うことが基本的に不可欠。」 

（特非）ふるさと回帰支援センター 副事務局長 稲垣文彦さん 

「普通の企業や学校と同じで、相手のことをリスペクトしたうえでコミュニケーションを図るこ

とが大事。『地域を助けてやるんだ』という上から目線でうまくいく活動ではない。」 

受入隊員数 
253 人 

全国 5 位 

県受入数目標 
500 人（倍増） 

新潟県 
隊員定住率 
６割以上 

十日町市 
隊員定住率 

72% 

任期後定住した協力隊員の割合 
（縦軸は%） 



 

秘訣① マクロ要因 

30~40 代の地域づくりの担い手や、外部人材の育成を支援する中間支援組織が多く存在 

⚫ 新潟県として古くから市民協働・住民主体の地域づくりに注力してきたため、「住民主導でこんな地

域をつくりたい」という哲学・土壌が根付いている 

⚫ その哲学を持った担い手が、中越地震を契機に結集して復興支援を展開、その後中越防災安全推進

機構をはじめ、復興以外の分野でも外部人材支援の担い手団体として継続 

 

※中間支援組織とは（※1） 

明確な定義はないが、「NPO を支援する NPO」のよう

な組織。①資源の仲介（資金、人材、情報などの資源

提供者と NPO を仲介）、②NPO 間のネットワーク促

進（NPO が抱える課題を NPO 同士で解決できるネッ

トワーク構築）、③価値創出（NPO に対するニーズの

発掘や社会課題の普及促進等）等の役割・機能を持つ。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

★地域おこし協力隊制度の原点・（公社）中越防災安全推進機構 

▪ 新潟県中越地震が発生した 2004 年に地域の防災活動を目的に設立。2008 年、県による「地域復

興支援員制度」のもとで支援員が活動に注力できる体制を作るため、復興支援活動を行っていた

「中越復興市民会議」と合流。復興支援や、復興支援員などの人材育成へ事業を拡大。 

▪ 現在は I ターンの促進を目的に地域インターンシップ事業「にいがたイナカレッジ（※2）」や農

村集落に住みたい人と地域のマッチング事業を展開している。 

※2：2016 年度に過疎地域自立活性化優良事例表彰を受賞。地域おこし協力隊インターンのモデルに。 

 

 

 

 

 

2010 年の地域おこし協力隊制度発足時、人材活用・育成の仕組みとして大きく参考にされた。 

▪ 「補助金や再生プランだけでは地域はおこせず、実際に地域で手を動かす 

『補助人』となる人材が必要」という問題意識 

▪ 復興支援員育成で培った、「外部人材の人的支援」ノウハウ 

「地域おこし協力隊先進県」新潟の“秘訣” 

ご取材可能）（公社）中越防災安全推進機構 にいがたイナカレッジセンター長 阿部巧さん 

 

―外部の人が地域に根付くサポートをする中間支援組織が多い― 

新潟では、震災のずっと前から県が旗を振って「住民主導」の地域おこしをおこ

なってきました。その成果として、それを先導してきた方たちや影響された多く

の方たちが、今日の新潟における外部人材育成の受け皿となっているのだと思い

ます。私も震災時の中越復興市民会議の立ち上げに始まり、今は中越防災安全推

進機構での地域インターンシップ事業など、地域外の人材が集落に入るためのサ

ポートに取り組んでいます。 

 

※1：中間支援組織の画像：内閣府 NPO ホームページ『平成 13 年度 中間支援組織の現状と課題に関する調査』より

作成 



秘訣② ミクロ要因 

協力隊員が、自分に必要なことを自ら見つけられるためのサポートが存在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★全国屈指の隊員定住率につながるサポート・（一社）里山プロジェクト 

▪ 2010 年から十日町市地域おこし協力隊として約 3 年間活動した隊員が、2013 年に中間支援組織

として設立し、地域おこし協力隊のサポートを開始。 

▪ 2018 年に一般社団法人化した後も、募集地域コーディネートや隊員の募集、協力隊インターン、

活動サポート、雇用、退任後の定住・起業支援など十日町市の地域おこし協力隊に関わる幅広い

支援活動を行っている。 

 

 

 

 

 

結果協力隊員の地域への定着が進み、 

2012 年に 50.0%だった十日町市の協力隊員定住率が現在 72%まで上昇 

▪ 隊員と地域へのヒアリング等のサポートを手厚く行い、 

地域のために必要な役割を隊員自ら気づき改善することを重視 

：協力隊員 1 人 1 人、特徴は異なるため／地域に対する主体性を培う必要があるため 

ご取材可能）（一社）里山プロジェクト 代表理事 小山友誉さん 

 

―協力隊の定着には、隊員の可能性を引き出すサポートが一番― 

里山プロジェクトでは、私の現役時代の経験をもとに、隊員が住民と関わる中

で、自ら考え活動できることを重視しています。そのため、あえて積極的なサポ

ートは何もせず、隊員が必要な情報や人材に出会えるよう、着任前から隊員や地

域との話し合いを繰り返し、隊員がお客様でもなく、お手伝いでもない、地域の

一員として活動できる環境づくりに徹しています。ある意味、そのような隊員と

の十分なコミュニケーションによって、私たちが「あえて何もしない」で居られ

る状態を作る、というサポートとも言えます。 

 



 

新潟県では、市町村における協力隊の導入を支援するとともに、定住に向けた隊員の活動を支援する

「地域おこし協力隊活用促進事業」を実施し、県内地域おこし協力隊の活用の促進や定住率の向上を図

っています。 

奇しくも 2023 年夏、「エンジョイ」を掲げ甲子園で慶応義塾高校が優勝したのと時期を同じくして、

新潟県は「エンジョイ新潟」を掲げ、隊員が退任後に希望する仕事を任期中に体験できる「Job インター

ン」を開始し、協力隊サポート「日本一」を本気で目指し取り組んでいます。 

また、里山プロジェクトをはじめとする県内の先進事例を全域に広め、隊員の「やりたい」を実現でき

るよう、市町村・団体の枠を超えた「All NIIGATA」で、隊員が生き生きと活動できる体制づくりにチャ

レンジしています。 

 

【地域おこし協力隊活用促進事業施策一覧】 

＜市町村向け＞ 

▪ 先進地視察ツアーの実施 

：地域おこし協力隊の活用促進に向け、新たな活用地域の掘り起し等に繋がる先進地視察ツア

ーを実施。 

▪ 市町村における地域おこし協力隊の募集案件組成の支援 

：地域おこし協力隊の応募につなげるため、募集しても応募がない等の市町村を対象に、応募

者にとって魅力的な募集案件の組成を支援するとともに、効果的な案件組成のポイントについ

て市町村の理解を図り、募集力の向上を図る。 

▪ 市町村における地域おこし協力隊のサポート体制づくり支援 

：移住者である地域おこし協力隊は、業務面から生活面に渡る幅広いサポートが必要なため、

市町村が元協力隊員や地域の世話役等を活用し、隊員の活動、生活の支援、定住に向けた相談

などのサポートを行う体制づくりに取り組むことを支援する。 

▪ 地域おこし協力隊及び市町村のサポート人材の育成 

：地域おこし協力隊のサポートに関わる人材を育成ため、協力隊のサポート業務や募集案件組

成を団体等の実務の現場において OJT 研修を実施する。 

＜隊員向け＞ 

▪ 地域おこし協力隊起業研修の実施 

：地域おこし協力隊が起業に関する理解促進やノウハウを学ぶとともに、協力隊の起業の事業

計画の作成、ブラッシュアップが図られる研修を実施する。 

▪ Job インターンの実施 

  

地域おこし協力隊先進県・新潟の次なる“秘策” ―受入体制、日本一を目指してー 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★新潟独自の新施策「地域おこし協力隊 Job インターン」 

▪ 協力隊退任後の起業等に向けたイメージや実現に向けたステップを描けるようにすること、また

業界で働く地域住民・隊員とのつながりを作ることを目的に、2023 年度に開始。 

▪ インターン参加希望隊員と協力隊経験者の受入事業者をマッチングし、1~3 日を目安に県内で事

業をおこなっている地域おこし協力隊経験者の下でレクチャー・実務を経験できる機会を創出。 

【2023 年度実績】 

 

 

 

宿泊業（農家民宿）への Job インターン 

協力隊卒業生が空家を改修して設立した住居兼用の民宿で、宿泊客の準備対応、民宿のメンテ

ナンス、民宿が立地する集落の活動、オーナーの農作業等を経験。 

【参加者感想】 

「開業の際に活用した融資の申請書類を見せてもらえたので、

具体的な準備のイメージができた」「身近に卒業生がいなかっ

た中、地域で何かやりたいことがある場合には、自分自身を知

ってもらうことの重要性や、そのために地域との関係性をどう

作っていくか、卒業生から直接聞けたことが印象に残った。」 

本件に関するお問い合わせ先・ご取材お申込み 

新潟県 PR 事務局（株式会社プラップジャパン内） 加納・阿部 

E-mail：niigata-pr@ml.prap.co.jp  TEL： 070-2161-7051（加納）／090-3670-8491（阿部） 

 

飲食業（キッチンカー業）への Job インターン 

十日町市を中心にキッチンカーでカレー販売を行う協力隊卒業生のもとで、カレーの仕込みか

らキッチンカーでの販売までを経験。 

【参加隊員感想】 

「カフェ、レストランなど固定の場所でやる場合と違い、移動

できてどこでも売れるキッチンカーという場合、どのように売

る場所を見つけ（許可をとるなど含め）、どのように売上計画

を計算したのか、キッチンカーで提供する飲食ならではの計画

の立て方がとても勉強になった」 

ご取材可能）（特非）ふるさと回帰支援センター 稲垣文彦さん 

 

―新潟県は地域づくりの哲学が根付いているからこそ支援も充実― 

十日町の協力隊定住率は高く、里山プロジェクト等の活動の賜物だと思います。

新潟県は、中越大震災を乗り越え、「こんな地域にしたい」という地域づくりの

哲学が根付いており、これほどの支援をしているのは全国的にも珍しいと思いま

す。また、地域への定着は、隊員と地域とが十分なコミュニケーションをおこな

い「地域への共感」が生まれた結果でもありますが、地域側に「地域づくり」へ

の思いがあるからこそ適切なコミュニケーションがとれるのだと感じます。 

 

mailto:niigata-pr@ml.prap.co.jp
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■ご取材可能な地域おこし協力隊の先駆者 

 

  

 

 

 

 

 

〇大学休学中の被災地ボランティアから新潟の中間支援に参加 

2004 年の中越地震当時私は大学生でしたが、休学・一時帰郷中のボランティアで地域の復興支援に取

り組む人々との繋がりができて、地元のまちづくり団体、大学などの関係機関、神戸をはじめとする災害

ボランティア団体によって立ち上げられた中越復興市民会議に参画しました。その活動をもとに県の地

域復興支援員制度が 2008 年に誕生した際、より支援活動をしっかりやる目的で、中越地震をきっかけと

して発足していた中越防災安全推進機構に合流し、活動を継続しました。農山村地域の維持には補助金

だけでなく地域の暮らしや魅力に共感して、地域への定住に有無に関わらず、地域と関わる人材が大切

と考えていて、中越防災安全推進機構ではこれまで 10 年以上、地域インターンシップ事業など地域外の

人材が集落に入るためのサポートに取り組んでいます。 

 

〇新潟県の魅力「地域外からの人材をサポートする支援団体が多い」 

新潟県には外部の人が地域に根付くサポートをする中間支援組織が数多くあると感じます。中越地震

を機に数が増えましたが、さかのぼると震災のずっと前から県が旗を振って「住民主導」の地域おこしを

おこない、それを先導してきた方たちや影響された多くの方たちが、今地域おこしの中心にいるのだと

思います。 

〇地域おこし協力隊員が持つべき心構えや地域とうまくやっていくには？ 

隊員はまずその地域の暮らしを実践し理解することが重要です。受け入れ側は過剰な期待ではなく、知

らないこともある「普通の人」として接することが必要だと思います。行政としては、隊員と地域の円滑

なコミュニケーションを促進し、「助けを求められる機会」にもなるサポート体制をとるのが良いのでは

ないでしょうか。 

  

阿部巧さん （公社）中越防災安全推進機構 にいがたイナカレッジセンター長 

 

・2005 年 中越地震からの地域復興を目的に中越復興市民会議に参画 

・2008 年 中越防災安全推進機構に合流、人的支援事業を開始 

・2015 年 中越防災安全推進機構 にいがたイナカレッジセンター長に 



 

 

 

 

 

 

 

〇地域おこし協力隊で「暮らす力」の重要性を実感し、十日町で活動を継続 

全国を旅する中で日本海側の環境や人の豊かさを知ったことを機に、2010 年から十日町市地域おこし

協力隊として活動を始めました。最初は「地域おこし」ではなく「チャンスの多い田舎で自らビジネスを

立ち上げよう」という気持ちでしたが、半年で地域の方々に比べ自分の「暮らす力」の無さを痛感し、地

域の方々の背中を追いかけるところからやり直しました。その後 3 年間の活動を終えても地域おこしに

は不十分で、この延長線上の活動を続けたいと思い里山プロジェクトを設立、十日町市地域おこし協力

隊のサポートを始めました。現在は里山プロジェクトで募集地域コーディネートから退任後の定住・起

業支援など十日町市の地域おこし協力隊に関わる幅広いサポートをしています。 

 

〇外部から来た人とうまくコミュニケーションできる集落が生き残っている 

 十日町の地域の方は外部から来た私に細かくあれこれダメ出し・指導することはなく、むしろ「自分の

足りないところはどこなんだろう」と自ら考えさせてくれるヒントだけを与えてくれるコミュニケーシ

ョンでした。これが、私が十日町にとっての自らの役割を発見し、定住できている理由だと思います。持

論ですが、このようなコミュニケーションは昔の日本では全国にあったような気がしますが、人口減少

が進む中でこのコミュニケーションを、「外部人材を受け入れる力」として活用できた集落が今日生き残

ってきているという印象を受けます。 

〇協力隊サポートのポイント「隊員が必要なことに自ら気づくことができるようヒントを与えること」 

隊員が「自分に必要なこと」に自ら気づき、改善することができるように、二人三脚で外側の環境を変

化させていくことが大切です。周りから「できていないこと」をダメ出しするのは簡単ですが、隊員 1 人

1 人事情が異なるので、本人のやる気をそぐことになりかねません。だから、隊員の得意なことで地域が

やってほしいことを伸ばす方が良い。それを隊員本人が気づけるようにする、という意味で「あえて何も

しない」で居られる状態をバックグラウンドのコミュニケーションで隊員に対してしっかり作るという

のが里山プロジェクトとしてのサポートです。 

  

小山友誉さん （一社）里山プロジェクト 代表理事 

 

・2010 年 十日町市地域おこし協力隊として約 3 年間活動 

・2013 年 中間支援組織里山プロジェクトを設立、協力隊サポート事業を開始 

・2017 年 (一社)里山プロジェクトとして民営化 



 

  

 

 

 

 

 

〇人材を「受け入れる側」「送り出す側」両方に携わってきた 

 2004 年の中越地震時、はじめはボランティアとして、その後阿部さんと「中越復興市民会議」を立ち

上げ、集落の中に入って復興支援をおこないました。その中で「地域外の人が地域内に入ることで地域が

元気になる」可能性に気づき、中越防災安全推進機構として県の「地域復興支援員制度」の制度設計や支

援員人材育成のサポートに携わりました。2009 年の地域おこし協力隊制度の発足時には、外部人材育成

の仕組みづくりのためにお声がかかり、その制度設計や「地域おこし協力隊アドバイザー」の仕事に関わ

らせてもらいました。 

 コロナ禍で地方移住が増えると思ったこともあり、3 年前からは東京に出てきてふるさと回帰支援セン

ターで地域へ人材を「送り出す側」として、各自治体のお手伝いや移住希望者のご相談などの仕事をして

います。 

〇新潟県の魅力 「『地域づくり』をおこなうための哲学・土壌が備わっている」 

 地域おこし協力隊の活動は、「人口が減少する中で地域をいかに維持させるか」というかなり難しいミ

ッションなのですが、中越地震の時に新潟県に課せられた課題がまさにこれでした。震災以前の県によ

る地域づくりの影響もありますが、「こんな地域にしたい」という地域づくりの哲学が新潟県に根付いて

いるのは、中越地震を乗り越えたことも大きいと思います。 

〇地域おこし協力隊を考えている人へのアドバイス 

 地方だとか集落だとか関係なく、企業でも学校でも同じですが、相手に対するリスペクトをもってコ

ミュニケーションをとることで、地域の方と良い関係性を作っていくことができると思います。 

 

 

■地域おこし協力隊とは 

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、地域ブランドや地場産品の開発・販売・

PR 等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民支援などの「地域協力活動」を行いながら、そ

の地域への定住・定着を図る取組。任期はおよそ 1 年～3 年。 

 

 

 

稲垣文彦さん （特非）ふるさと回帰支援センター 副事務局長 

・2005 年 中越地震からの地域復興を目的に中越復興市民会議を共同設立 

・2008 年 中越防災安全推進機構に合流 

・2010 年 地域おこし協力隊創設に人材育成面の整備から携わる 

・2020 年 ふるさと支援回帰センター副事務局長として移住サポートに従事 

 


